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令和４年度の一般会計と特別会計、企業会計をあわせた当初予算総額は 1,159 億

5,958 万 9 千円で、前年度に比較して 15 億 9,662 万 8 千円(1.4%)の増額となりまし

た。 

一般会計予算は、前年度に比べ 20億 6千万円(3.2%)増加し、671億 9千万円、特別

会計は、前年度に比べ 3,357 万 9 千円(△0.1%)減少し、371 億 9,357 万 8 千円、企業

会計の予算額は、歳出総額 115億 7,601万 1千円で前年度に比べ 4億 2,979万 3千円

(△3.6%)の減額となっています。  

 

 

（単位：千円、％） 

会  計  名 
令和 4 年度 

当初予算額 

令和 3 年度 

当初予算額 
増 減 額 増減率 

一般会計 (A) 67,190,000 65,130,000 2,060,000 3.2 

特 

 

別 

 

会 

 

計 

国民健康保険特別会計 17,841,999 18,132,093 △290,094 △1.6 

後期高齢者医療特別 

会計 
2,185,573 2,078,370 107,203 5.2 

介護保険特別会計 

(保険事業勘定) 
15,386,039 15,469,131 △83,092 △0.5 

介護保険特別会計 

(介護サービス事業勘定) 
79,527 73,501 6,026 8.2 

栃木インター西産業団地 

特別会計 
1,365,977 922,420 443,557 48.1 

平川産業団地特別会計 334,463 551,642 △217,179 △39.4 

特別会計合計 (B) 37,193,578 37,227,157 △33,579 △0.1 

企 

業 

会 

計 

水道事業会計(歳出) 4,598,929 4,896,638 △297,709 △6.1 

下水道事業会計(歳出) 6,977,082 7,109,166 △132,084 △1.9 

企業会計合計 (C) 11,576,011 12,005,804 △429,793 △3.6 

予算総額 (A)+(B)+(C) 115,959,589 114,362,961 1,596,628 1.4 

 

予算総額 1,159 億 5,958 万 9,000 円 
 



- 2 - 

 

 

 

 

 

≪一般会計予算の推移≫ 

令和４年度の一般会計予算は、消防庁舎整備事業費や第７７回国民体育大会開催関

係事業費などの増加により、前年度に比べ増額となりました。また、年度末市債残高

は減少し、基金残高は増加する見込みとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円、％） 

※全て当初予算時の数値。 
 
 

 平成 30 年

度予算額 

令和元年

度予算額 

令和 2 年

度予算額 

令和 3 年

度予算額 

令和 4 年

度予算額 

当初予算額 64,310 64,670 65,990 65,130 67,190 

市税収入額 21,595 21,811 22,073 20,843 21,287 

予算総額に占める 

市税の割合 
33.6 33.7 33.4 32.0 31.7 

年度末市債残高 

見込額 
61,006 59,319 65,911 63,566 59,184 

年度末基金残高 

見込額 
11,052 11,070 7,571 9,433 12,638 

一般会計 

単位：百万円 
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歳入一覧                              （単位：千円，％） 

区 分 
令和４年度 令和３年度 比  較 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率 

1 市税(※1) 21,287,376 31.7 20,842,761 32.0 444,615 2.1 

2 地方譲与税(※2) 648,001 1.0 584,401 0.9 63,600 10.9 

3 利子割交付金 9,000 0.0 10,300 0.0 △1,300 △12.6 

4 配当割交付金 75,000 0.1 69,400 0.1 5,600 8.1 

5 株式等譲渡所得割交付金 146,000 0.2 102,200 0.2 43,800 42.9 

6 法人事業税交付金 313,000 0.5 159,800 0.2 153,200 95.9 

7 地方消費税交付金 3,847,000 5.7 3,584,300 5.5 262,700 7.3 

8 ゴルフ場利用税交付金 358,000 0.5 321,100 0.5 36,900 11.5 

9 環境性能割交付金 75,000 0.1 47,500 0.1 27,500 57.9 

10 地方特例交付金 175,000 0.3 814,419 1.3 △639,419 △78.5 

11 地方交付税(※3) 9,426,000 14.0 8,552,500 13.1 873,500 10.2 

12 交通安全対策特別交付金 19,000 0.0 16,000 0.0 3,000 18.8 

13 分担金及び負担金 253,394 0.4 256,345 0.4 △2,951 △1.2 

14 使用料及び手数料 813,882 1.2 820,345 1.3 △6,463 △0.8 

15 国庫支出金(※4) 9,373,031 14.0 9,143,732 14.0 229,299 2.5 

16 県支出金(※5) 5,353,507 8.0 5,061,198 7.8 292,309 5.8 

17 財産収入 176,972 0.3 220,395 0.3 △43,423 △19.7 

18 寄附金 808,568 1.2 502,868 0.8 305,700 60.8 

19 繰入金 3,720,305 5.5 2,492,814 3.8 1,227,491 49.2 

20 繰越金 2,000,000 3.0 2,500,000 3.8 △500,000 △20.0 

21 諸収入 3,452,664 5.1 4,473,722 6.9 △1,021,058 △22.8 

22 市債(※6) 4,859,300 7.2 4,553,900 7.0 305,400 6.7 

合      計 67,190,000 100.0 65,130,000 100.0 2,060,000 3.2 

一 般 財 源(※7) 41,674,837 62.0 41,294,257 63.4 380,580 0.9 

特 定 財 源(※8) 25,515,163 38.0 23,835,743 36.6 1,679,420 7.0 

自 主 財 源(※9) 32,513,161 48.4 32,109,250 49.3 403,911 1.3 

依 存 財 源(※10) 34,676,839 51.6 33,020,750 50.7 1,656,089 5.0 

 

市税の内訳                             （単位：千円，％） 

区 分 
令和４年度 令和３年度 比  較 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率 

1 市民税 8,876,392 41.7 9,129,283 43.8 △252,891 △2.8 

2 固定資産税 10,131,679 47.6 9,455,796 45.3 675,883 7.1 

3 軽自動車税 489,828 2.3 474,620 2.3 15,208 3.2 

4 市たばこ税 1,022,904 4.8 1,060,410 5.1 △37,506 △3.5 

5 鉱産税 3,201 0.0 2,860 0.0 341 11.9 

6 特別土地保有税 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

7 入湯税 14,971 0.1 17,342 0.1 △2,371 △13.7 

8 都市計画税 748,400 3.5 702,449 3.4 45,951 6.5 

合      計 21,287,376 100.0 20,842,761 100.0 444.615 2.1 

歳 入 
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歳入構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※1その他自主財源：分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰越金 

 

※2 その他依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税

交付金、地方消費税交付金、 ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全対

策特別交付金 

 

 

≪市税の状況≫ 

  市税については、景気の状況などから市民税の減少を見込みました。また、国にお

ける特例措置等の廃止による固定資産税・都市計画税の増加を見込み、市税全体では、

前年度比 2.1％増の 212億 8,737万 6千円となりました。 
 

≪地方交付税の状況≫ 

  地方交付税については、平成 27年度から合併算定替えの特例措置の縮減が開始され

ている一方で、災害復旧費等の需要額の増加を見込み、交付税全体では、前年度比

10.2％増の 94億 2,600万円となりました。 
 

≪寄附金の状況≫ 

  ふるさと応援寄附金等の増加を見込み、前年度に比べ 60.8％増の 8億 856万 8千円

となりました。 
 

≪市債の状況≫ 

  市債については、消防庁舎や都賀総合支所の建設に係る市債の増加により、前年度

に比べ 6.7％増の 48億 5,930万円となりました。 

※端数処理により構成％値が個々の 

値の合計と異なる場合があります。 

歳入合計 

671 億 9 千万円 

自主財源 

48.4% 

市税 

31.7% 

繰入金 

 5.5% 

諸収入 

5.1% 

その他自主財源※1 

 6.1% 

依存財源 

51.6% 

国庫支出金 

14.0% 

地方交付税 

14.0% 

県支出金 

8.0% 

市債 

7.2% 

その他依存財源※2 

8.4% 
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≪目的税の使いみち≫                        （単位：千円） 
税 目 予算額 使いみち 

入 湯 税 14,971 
①観光の振興 

②消防施設の整備 

都市計画税 748,400 
①土地区画整理、街路整備、下水道整備、公園整備等 

②上記事業を実施したときに借入れた市債の返還 

 

≪地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使いみち≫               （単位：千円） 

事業名 事業費 
特定財源 一般財源 

国県支出金 市債 その他  地方消費税交付金 

(社会保障財源分） 

社会 

福祉 

障害者福祉事

業 
5,401,464 3,668,247  73,480 1,659,737 392,265 

高齢者福祉事

業 
813,471 238,207  127,898 447,366 105,731 

児童福祉事業 7,179,396 5,100,733 33,800 206,059 1,838,804 434,587 

母子福祉事業 650,991 197,088   453,903 107,276 

生活保護事業 2,490,539 1,909,000   581,539 137,442 

小計 16,535,861 11,113,275 33,800 407,437 4,981,349 1,177,302 

社会 

保険 

国民健康保険事

業 
1,262,068 740,501   521,567 123,268 

介護保険事業 2,483,714 128,200   2,355,514 556,707 

後期高齢者医療保

険事業 
522,718 334,438   188,280 44,498 

小計 4,268,500 1,203,139 0 0 3,065,361 724,473 

保健 

衛生 

疾病予防対策事

業 
533,861 12,181  34,901 486,779 115,046 

医療に係る施

策 
983,883 45,728  594,676 343,479 81,178 

小計 1,517,744 57,909 0 629,577 830,258 196,225 

合計 22,322,105 12,374,323 33,800 1,037,014 8,876,968 2,098,000 
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民生費

37.9%

総務費

14.7%

公債費

10.4%

教育費

8.7%

土木費

8.7%

衛生費

7.7%

消防費

5.3%

その他

6.6%

 

 

歳出目的別構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出目的別一覧(※11)                      （単位：千円，％） 

区 分 
令和４年度 令和３年度 比  較 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率 

1 議会費 371,311 0.5 383,622 0.6 △12,311 △3.2 

2 総務費 9,862,382 14.7 9,205,625 14.1 656,757 7.1 

3 民生費 25,495,918 37.9 25,079,511 38.4 416,407 1.7 

4 衛生費 5,149,945 7.7 4,882,191 7.5 267,754 5.5 

5 労働費 66,535 0.1 67,108 0.1 △573 △0.9 

6 農林水産業費 1,009,393 1.5 1,077,976 1.7 △68,583 △6.4 

7 商工費 2,954,769 4.4 3,974,062 6.1 △1,019,293 △25.6 

8 土木費 5,822,938 8.7 5,508,325 8.5 314,613 5.7 

9 消防費 3,555,293 5.3 2,530,191 3.9 1,025,102 40.5 

10 教育費 5,879,783 8.7 5,761,677 8.8 118,106 2.0 

11 災害復旧費 10,003 0.0 167,803 0.3 △157,800 △94.0 

12 公債費 6,966,730 10.4 6,446,909 9.9 519,821 8.1 

13 予備費 45,000 0.1 45,000 0.1 0 0.0 

合     計 67,190,000 100.0 65,130,000 100.0 2,060,000 3.2 

 

歳 出 

歳出合計 

671 億 9 千万円 
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歳出性質別構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

歳出性質別一覧(※12)                      （単位：千円，％） 

区 分 
令和４年度 令和３年度 比  較 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率 

義
務
的
経
費 

1 人件費 11,838,124 17.6 11,697,435 18.0 140,689 1.2 

2 扶助費 15,537,519 23.1 15,330,058 23.5 207,461 1.4 

3 公債費 6,966,716 10.4 6,446,895 9.9 519,821 8.1 

経
費 

投
資
的 

4 普通建設事業費 6,972,496 10.4 5,100,525 7.8 1,871,971 36.7 

5 災害復旧事業費 10,003 0.0 167,803 0.3 △157,800 △94.0 

そ
の
他
の
経
費 

6 物件費 10,324,394 15.4 9,843,497 15.1 480,897 4.9 

7 維持補修費 167,695 0.2 183,801 0.3 16,106 △8.8 

8 補助費等 5,535,863 8.2 5,115,567 7.8 420,296 8.2 

9 積立金 1,473,777 2.2 1,811,232 2.8 △337,455 △18.6 

10 投資及び出資金         

11 貸付金 2,553,500 3.8 3,569,000 5.5 △1,015,500 △28.5 

12 繰出金 5,764,913 8.6 5,819,187 8.9 △54,274 △0.9 

13 予備費 45,000 0.1 45,000 0.1 0 0.0 

合     計 67,190,000 100.0 65,130,000 100.0 2,060,000 3.2 

 

歳出合計 

671 億 9 千万円 

義務的経費 

51.1% 

投資的経費 

10.4% 

その他の経費 

38.5% 

人件費 

17.6% 

扶助費 

23.1% 

公債費 

10.4% 普通建設事業費   

10.4%        

 

 

災害復旧事業費 

0.0% 
 

 

物件費 

15.4% 
 

 

繰出金 

8.6% 
 

 

補助費等 

8.2% 
 

 

貸付金 

3.8% 
 

 

維持補修費、積立金、予備費 

2.5% 
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世帯数 66,116 世帯（令和 4 年 1 月末日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一世帯あたりの行政コスト 

合計 

1,016,244 円 

（100％） 

子供・高齢者・障がい者など 

の福祉向上に 

385,624 円 38% 

環境衛生・健康づくりに 

77,893 円 8% 

商工業・農林水産業の発展に

60,964 円 6% 

道路・公園・市営住宅の 

整備に 

88,072 円 9% 

教育・文化の向上に 

88,931 円 9% 

消防・災害復旧・行政の運営

などに 

209,389 円 20% 

地方債の償還に 

105,371 円 10% 
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                 ※借入金残高見込及び積立金残高見込は一般会計当初予算時の数値です。 

 

≪借入金残高見込の状況≫ 

  借入金（市債）残高については、前年度と比べ 43 億 8,153 万 5 千円減少してい

ますが、これは災害復旧債及び教育債の減が主な要因です。なお、臨時財政対策債

（※）を除く借入金残高は、330億 5,312万 6千円となり、前年度と比べ 31億 2,140

万 4千円減少する見込みです。 

 

≪積立基金残高見込の状況≫ 

  積立基金残高については、財政調整基金や減債基金の増加により、前年度と比べ

34.0％増の 126億 3,766万 1千円を見込んでいます。 

 

≪市民一人あたりの負債額≫ 

  借入金残高から積立基金残高を差し引いた負債額は、465億 4,667万 5千円とな

る見込みです。なお、臨時財政対策債（※）を除いた負債額は、204億 1,546万 5

千円となり、市民一人あたりの負債額は、13万 250円となる見込みです。 

負債額 
令和４年度末見込 令和３年度末見込 

総額 市民一人あたり 総額 市民一人あたり 

臨時財政対策債を含む 465億 4,667万 5千円 296,966円 541億 3,307万 6千円 342,114円 

臨時財政対策債を除く 204億 1,546万 5千円 130,250円 267億 4,173 万円 169,004円 

（令和 4 年 1月末日現在人口 156,741人、令和 3 年 1月末日現在人口 158,231人） 

 

≪参考：目的別借入金残高の状況≫ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 臨時財政対策債は、市の借入金ではありますが、後年度に地方交付税として公債費（＝返済金） 

相当額が国から市に支払われる市債です。 

市民一人あたりの負債額 

 

591億 8,433万 6千円（令和４年度末） 

635億 6,587万 1千円（令和３年度末） 

 

126億 3,766万 1千円 （令和４年度末） 

94億 3,280万円   （令和３年度末） 

借入金残高見込 積立基金残高見込

み 

借入金残高見込 

591億 8,433万 6千円 

土木債 

104億 6,821万 1千円 17.7% 

教育債 

95億 7,731万 8千円 16.2% 

災害復旧債 

34億 2,878万 7千円 5.8% 

民生債 

27億 7,138万 9千円 4.7% 消防債 26億 4,451万 4千円 4.5% 

総務債 23億 3,939万 5千円 3.9% 

その他 
（農林水産債・衛生債・減収補てん債・公営住宅

債・減税補てん債・歳入欠かん債・商工債） 
18億 2,351万 2千円 3.1% 

臨時財政対策債 

261億 3,121万円 44.1% 
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国民健康保険特別会計               １７８億４，１９９万９千円 

  本年度の予算総額は、前年度と比較して、2億 9,009万 4千円、1.6％の減額とな

りました。 

 

≪歳入≫ 

  国民健康保険税については、被保険者数の減少により前年度比 5.8％減の 36 億

747 万 4 千円、繰入金については、保険基盤安定繰入金の減少などにより前年度比

5.4%減の 12億 6,206万 9千円を見込みました。 

≪歳出≫ 

  療養給付費、高額療養費など保険給付費は前年度比 301万 9千円増の 127億 7,873

万 9千円となり、歳出全体の 71.6％を占めています。また、県が制度の運営主体で

あることから、市が徴収した保険税等を県に納付するための国民健康保険事業費納

付金は 5.9％減の 46億 5,931万円を見込みました。 
 

 

 

後期高齢者医療特別会計               ２１億８，５５７万３千円 

  本年度の予算総額は、前年度と比較して、1億 720万 3千円、5.2％の増額となり

ました。この制度の運営主体は栃木県後期高齢者医療広域連合で、市では保険証の

交付、保険料の徴収および申請や届出の受付事務を担っています。 

 

≪歳入≫ 

  後期高齢者医療保険料は被保険者数の増加などにより前年度比 2.8%増の 15 億

9,364万 2千円、一般会計からの繰入金 5億 2,271万 8千円を見込みました。 

≪歳出≫ 

  後期高齢者医療広域連合納付金は前年度比 5.5%増の 20 億 3,964 万 2 千円を見込

みました。 
 

 

 

介護保険特別会計（保険事業勘定）         １５３億８，６０３万９千円 

  本年度の予算総額は、前年度と比較して、8,309万 2千円、0.5％減額となりまし

た。 

 

≪歳入≫ 

  保険料については、被保険者数の増加により前年度比 2.3%増の 34 億 5,660 万 8

千円、また、地域支援事業の一部事業を一般会計に移行したことに伴い、地域支援

事業交付金が減少することから、国庫支出金 32億 8,932万 4千円、県支出金 21億

1,660万 3千円を見込みました。 

≪歳出≫ 

  居宅介護サービス給付費の増加などにより保険給付費が、前年度比 1.4％増の144

億 8,725万 6千円となり、歳出全体の 94.2％を占めています。 
 

特別会計・企業会計 
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介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）         ７，９５２万７千円 

  この特別会計は、地域包括支援センターを市が直接運営し、指定介護予防支援事

業を実施する場合に設けられます。本年度の予算総額は、前年度に比較して 8.2％、

602万 6千円増額となりました。 

 

≪歳入≫ 

  サービス収入 7,385 万 1 千円、一般会計からの繰入金 567 万 1 千円を見込まし

た。 

≪歳出≫ 

  事業費に 7,952万 7千円を計上しました。 
 
 
 

栃木インター西産業団地特別会計           １３億６，５９７万７千円 

  本年度の予算総額は、前年度に比較して 48.1％、4億 4,355万 7千円増額となり

ました。 

 

≪歳入≫ 

  市債については、造成事業に係る起債対象経費の増加により、前年度比 51.4％増

の 13億 3,880万円を見込みました。 

≪歳出≫ 

  物件移転補償費や造成工事費の増加などにより産業団地造成事業費を、前年度比

47.6％増の 13億 6,144万 7千円と見込みました。 
 
 
 

平川産業団地特別会計                 ３億３，４４６万３千円 

  本年度の予算総額は、前年度に比較して 39.4％、2億 1,717万 9千円減額となり

ました。 

 

≪歳入≫ 

  市債については、造成事業に係る起債対象経費の減少により、前年度比 44.3％減

の 2億 9,610万円を見込みました。 

≪歳出≫ 

  用地購入費の減少などにより土地区画整理事業費を、前年度比 39.8％減の 3 億

3,205万 5千円と見込みました。 
 
 
 

水道事業会計                支出総額４５億９，８９２万９千円 

  本年度の予算額は、収益的収入 25億 6,727万 8千円、収益的支出 25億 4,802万

4 千円、資本的収入 7 億 513 万 9 千円、資本的支出 20 億 5,090 万 5 千円を計上し

ました。なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、過年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額、減債積立金及び当年度分損益勘定留保資金で補てんします。 

  本年度は、給水戸数 61,288 戸、年間総有収水量 1,637 万 4,160 ㎥、一日平均有

収水量 44,861 ㎥を予定しており、主な建設改良事業としては、水道統合事業、上

水道整備事業、水道設備更新事業、老朽管更新事業、管路耐震化事業、水道施設耐

震化事業を予定しています。 
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下水道事業会計               支出総額６９億７，７０８万２千円 

  本年度の予算額は、収益的収入 36 億 9,086 万円、収益的支出 36 億 9,086 万円、

資本的収入 18 億 769 万 5 千円、資本的支出 32 億 8,622 万 2 千円を計上しました。

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、過年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、減債

積立金及び当年度分損益勘定留保資金で補てんします。 

  本年度は、接続戸数 35,437 戸、年間総有収水量 983 万 9,000 ㎥、一日平均処理

水量 26,956㎥を予定しており、主な建設改良事業としては、公共下水道建設事業、

雨水渠整備事業、流域下水道建設事業、農集排建設事業を予定しています。 
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予算 
 市の業務は、暦年ではなく、4月から 3月までの 1年間をサイクルとして、その中

で市が使えるお金に対して、何にどれだけのお金を活用する予定かを示した計画を

『予算』といいます。予算は、『市の行政がどのような形で行われているかを具体的に

表現し、市民に情報を提供し、市民が納めた税金がどのように使われ、効果がどのよ

うに市民に還元されるかを知る』という意味からも重要な役割を持つものです。 
 

一般会計 
 市の基本的な行政運営に必要な経費を計上した会計のことで、市の会計の中心をな

すものです。一般会計には、議会費、総務費、民生費、教育費などが計上されます。  

なお、特定の事業を行うために設けられた会計を『特別会計』といい、栃木市では、

国民健康保険特別会計、介護保険特別会計など６つの特別会計があります。そのほか、

地方公営企業法の規定に基づく『企業会計』もあり、栃木市では、水道事業会計、 

下水道事業会計がこれにあたります。 
 

歳入 
 1 年間に市に入るすべての収入のことをいいます。これが、1 年間に市が活用する

ことのできるお金となります。 
 

○歳入一覧の区分（3頁） 
※１ 市税 
  税金には、その性質や内容により、国、県、市それぞれに対して納められるもの

があり、その中で市に納められるものを『市税』といいます。主なものとしては、

基準日に市内に住所がある方に納めていただく市民税や土地・家屋などを所有して

いる方に納めていただく固定資産税などがあります。 
 
※２ 地方譲与税 
  法律に基づき、国が国税として徴収したものを地方公共団体に譲与するもので、

本市は地方揮発油譲与税と自動車重量譲与税が交付されています。 
 
※３ 地方交付税 
  国に納められた一部の税金の一定割合の額で、地方公共団体が等しく事務を遂行

できるように、国から市に配分される税のことをいいます。これにより、全国どこ

の市町村に住んでいてもバランスよく、公平な公共サービスが受けられるようなし

くみになっています。 
 
※４ 国庫支出金 
※５ 県支出金 
  市が行う公共サービスに必要なお金の一部あるいは全部について、国・県から市

に支払われるお金のことです。 

 

用語解説 
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※６ 市債 

  市の長期にわたる借入金のことです。道路や橋、または学校などのように長期に

わたって利用される施設の建設に必要な資金について、世代間の負担の公平を図る

観点から、政府系金融機関や銀行等からお金を借り入れて、資金を調達しています。 
 
※７ 一般財源 

  市税や地方交付税など、使い道が決められていないお金のことをいいます。 
 
※８ 特定財源 
  国・県からの補助金など、使い道が指定されているお金のことをいいます。 
 
※９ 自主財源 
  市税や使用料など、市が自主的に集めることのできるお金のことをいいます。歳

入全体に占める自主財源の割合が高いほど、市として望ましい姿であり、市が行う

公共サービスに自主性と安定性が確保されることとなります。 
 
※１０ 依存財源 
  地方交付税、国・県支出金や市債のように、国・県の決定や同意により交付され

たり、割り当てられたりして入ってくるお金のことをいいます。 
 

歳出 
 一年間に市が活用するすべての支出のことをいいます。市は、このお金でさまざま

な事業を行うことにより、公共サービスの提供を行っています。 
 
※１１ 歳出目的別一覧の区分（6頁） 
 ・議会費     市議会を運営するための経費です。 

 

 ・総務費     市の各種計画の策定・推進、戸籍住民登録、国際交流の推
進、選挙事務、スポーツの振興、市の内部管理などの経費で
す。 

 

 ・民生費     障がい者や高齢者の方への福祉の充実や、子育て支援などの 
          経費です。 
 

 ・衛生費     健康で衛生的な生活環境を保持するための保健・医療の充
実、ごみやし尿処理、環境の保全などの経費です。 

 

 ・労働費     勤労者の方への福祉の充実や勤労支援などの経費です。 
 
 ・農林水産業費  農林業の振興を図るための各種支援や生産基盤の整備などの 
          経費です。 
 
 ・商工費     中小企業の振興や育成を図るための各種支援、企業誘致、観

光の振興などの経費です。 
 

 ・土木費     道路、橋、河川、公園など社会資本の整備などの経費です。 
 

 ・消防費     消防や水防など災害を防ぐ活動や被害を軽くするための活動 
          などの経費です。 
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 ・教育費     小中学校の教育の実施・充実、生涯学習の推進、芸術・文化
の振興などの経費です。 

 
 ・災害復旧費   災害により被災した施設を復旧するための経費です。 
 
 ・公債費     市債の元金の返済と利息の支払のための経費です。 
 
 ・予備費     予算編成の際に予期しなかった予算外の支出に対応するため 

          の科目です。 
 
※１２ 歳出性質別一覧の区分（7頁） 

 ・人件費     職員の給与や議員、非常勤職員への報酬などの経費です。 

 

 ・扶助費     生活保護法、児童福祉法などの法令に基づく生活保護費や児 

          童手当などの支給や市が単独で行う各種扶助のための経費で 

          す。 

 

 ・普通建設事業費 道路、橋、学校、庁舎などの公共施設、公用施設の建設事業 

          に必要とされる投資的な経費です。 

 

 ・災害復旧事業費 災害により被災した施設を復旧するための経費です。 

 

 ・物件費     市の経費のうち消費的性質をもつ経費で、賃金、旅費、交際 

費、需用費などが該当します。 

 

 ・維持補修費   道路や公共施設などを管理するための経費です。 

 

 ・補助費等    市から他の地方公共団体や民間に対し、行政上の目的により 

          交付される現金的給付に係る経費で、講師謝金などの報償費、 

          保険料などの役務費、負担金、補助金などがあります。 

 

 ・積立金     財政運営を計画的に行うため、年度間の財源変動に備えて積み 

          立てる経費です。 

 

 ・投資及び出資金 公営企業会計等に対する出資金などの経費です。 

 

 ・貸付金     地域住民の福祉増進や地域振興を図るため、市が直接あるいは 

          間接的に現金の貸付を行うための経費です。 

 

 ・繰出金     一般会計、特別会計、基金の間で相互に資金運用をするもの 

          です。 

 

 ・義務的経費   地方公共団体の経費のうち、任意に節減できない硬直性の高い 

          経費で、人件費、扶助費、公債費をいいます。 

 

 ・投資的経費   各種社会資本整備など、支出の効果が長期にわたる経費で、 

          普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費をいいます。 
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